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公的給付の迅速かつ確実な支給のため、預貯金口座の情報をマイナンバーとともにマイナポータルにあらかじめ登
録し、行政機関等が当該口座情報の提供を求めることができる仕組み。
・本年３月28日より、登録を開始（約2,290万件（10月30日時点））
・本年10月11日より、登録された口座情報をデジタル庁から行政機関等に対して提供する機能をリリース
（10月末までに150種類の給付事務で利用可能）

「公金受取口座登録制度」の概要

国民にとってより簡易な登録が可能となるように、登録方法の拡大に向けて法改正等も含め検討中。

【登録件数の推移】

マイナポイント第２弾
公金受取口座登録に係る
ポイント申込開始（6/30）

（千件）
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〇預貯金者が効率的に申請を行うことを可能とするとともに、マイナンバーの紐づけによる具体的なメリットを感じて
もらうことで、預貯金口座付番の実効性を高める。
①預貯金者の意思に基づき、一度に複数の金融機関の預貯金口座に付番
②災害時又は相続時に預貯金者又はその相続人からの求めに応じて、当該預貯金者の預貯金口座を特定する仕組み

新たな「預貯金口座付番制度」の概要

①新たな預貯金口座付番制度

預貯金者

②災害時・相続時口座照会制度

・金融機関だけでなくマイナポータルからの付番申請も可能
・預金保険機構を介して一度に複数の金融機関へ付番が可能

受付金融機関

マイナポータル

預金保険機構
・
・
・

確認金融機関
受付金融機関 預金保険機構 確認金融機関相続人

・
・
・被相続人の付番された口座情報を通知

・災害時の払戻手続や相続手続に活用することが可能

（相続時照会）

受付金融機関

現在

国民の付番申出は金融機関の窓口からのみで、金融機関ごとに申し
出なければならない。

（当該金融機関の口座に付番）

（当該金融機関の口座に付番）

（当該金融機関の口座に付番）

預貯金者 受付金融機関

受付金融機関

公布（2021年５月19日）から
３年以内に施行予定

2制度の施行に向けて、現在、デジタル庁・預金保険機構・金融機関においてシステムを構築中。



• マイナンバー法の規定の在り方を見直すなど、情報連携の迅速化を図る。
• 具体的には、情報連携に必要な項目の一部を法律ではなく政省令で定めることで、新規で情報連携を行うため
に必要な期間を短縮する。

新規で情報連携を行うために必要な期間（現行）

情報連携開始主務省令改正公布・施行改正案件把握
各省調整

法律改正作業 国会審議

n+1年夏頃 n+2年夏頃n年夏頃まで n年秋～冬 n+1年年始 n+1年春

システム整備閣議
国会提出
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• マイナンバー制度の成立以降、社会保障制度や税制等において、公平・公正な社会を実現しつつ、国民の利便性
向上、行政事務の効率化を目的に、行政機関間における情報連携を拡大。

• マイナンバーを用いた情報連携の推進について、従来の社会保障・税・災害対策の分野からマイナンバーの利用
範囲を拡大する。

マイナンバーを用いた行政機関間の情報連携のさらなる推進

国民の理解を得つつ、令和５年（2023 年）にマイナンバー法改正を含む必要な法案提出など法令の整備を実施。

情報活用のための枠組み（これから）

行政機関間の情報連携

行政事務の効率化
（行政の処理・審査）

本人側での情報活用

国民の利便性向上
（行政手続き・サービス等の申請）

民間の発行した証明書の
行政手続きへの利用

行政の発行した証明書の
行政手続きへの利用

行政の発行した証明書の
民間手続きへの利用



参考資料
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マイナンバー制度は、

行政を効率化し、国民の利便性を高め、

公平・公正な社会を実現する社会基盤です。

国民の利便性の向上
添付書類の削減など、行政手続が簡素
化され、国民の負担が軽減されます。

行政機関が持っている自分の情報を確認した
り、行政機関から様々なサービスのお知らせ
を受け取ったりできます。

行政の効率化
行政機関や地方公共団体などで、様々な情報
の照合、転記、入力などに要している時間や
労力が大幅に削減されます。

複数の業務の間での連携が進み、作業の重複
などの無駄が削減されます。

公平・公正な社会の実現
所得や他の行政サービスの受給状況を把握
しやすくなるため、負担を不当に免れるこ
とや給付を不正に受けることを防止すると
ともに、本当に困っている方にきめ細かな
支援を行うことができます。
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【月ごと】棒グラフ
【累計】折れ線グラフ

 照会・提供されている主な事務・特定個人情報

情報連携の現状 《平成29年７月18日以降の情報提供件数》
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